
 

 D a t e . 2 0 0 1 . 8 . 6  

Quarterly Report 
スミダ コーポレーション株式会社
（ｺｰﾄ ﾞ番号  ６８１７  東証一部）
〒 103-8589 

東京都中央区日本橋人形町 3-3-6 

 

 1

2 0 0 1 年第 2 四半期の連結事業概況について 

 

 
2001年第2四半期及び6ヶ月通期の決算ハイライト

業績概要

期別 第　2　四　半　期

科目 当期 構成比 前期 構成比 増減率 当期 構成比 前期 構成比 増減率

売 上 高 8,114 100.0 8,231 100.0 △ 1.4 16,340 100.0 15,676 100.0 4.2

営 業 利 益 81 1.0 695 8.4 △ 88.3 414 2.5 1,408 9.0 △ 70.6

経 常 利 益 △ 277 △ 3.4 623 7.6 △ 144.5 △ 230 △ 1.4 1,314 8.4△ 117.5

税 引 前 利 益 △ 219 △ 2.7 611 7.4 △ 135.8 △ 360 △ 2.2 1,290 8.2△ 127.9

当 期 純 利 益 △ 131 △ 1.6 459 5.6 △ 128.5 △ 225 △ 1.4 893 5.7△ 125.2

期別 第1四半期 第4四半期 第3四半期 第2四半期

科目 2001 2000 2000 1999 2000 1999 2000 1999

8,226 7,445 8,693 7,290 9,207 6,851 8,231 5,628

333 713 662 619 1,248 1,047 695 556

47 690 505 268 1,149 947 623 710

△ 141 679 237 △ 482 1,105 873 611 698

△ 94 434 410 △ 356 669 710 459 435

2000 1999 1998 1997 1996

売 上 高 33,575 24,574 21,391 21,248 18,360

営 業 利 益 3,318 2,687 2,210 2,637 1,537

経 常 利 益 2,967 2,439 2,336 2,305 1,334

税 引 前 利 益 2,632 1,580 2,550 1,969 1,086

当 期 純 利 益 1,973 1,003 1,942 1,385 677

株 主 資 本 18,581 15,083 9,232 8,587 7,181

総 資 産 32,000 26,220 20,840 20,381 19,168

一株当り指標（円)

利 益 163.43 101.56 205.07 146.25 71.48

株 主 資 本 1,539.48 1,374.60 974.60 906.54 758.06

*為替換算調整勘定は資本の部に計上しています。

6ヶ月通期
(単位：百万円,%)

(単位：百万円)

(単位：百万円)

当 期 純 利 益

売 上 高

営 業 利 益

経 常 利 益

税 引 前 利 益
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2 0 0 1 年第 2 四半期 C E O メッセージ 
ｽﾐﾀﾞｸﾞﾙｰﾌﾟの今上半期業績は、残念ながら非常に厳しい結果となりました。 

昨年まで順調に成長拡大してきた電子機器業界も、本年は米国での景気低迷をはじめ、世界

的な消費不振の中、停滞を余儀なくされました。足元を見ますと、音響・映像機器ではｾｯﾄﾒｰｶｰ

の生産調整が続いており、通信・情報処理機器では携帯電話の在庫調整が長期化しています。ﾊﾟ

ｿｺﾝも基本ｿﾌﾄ・ｳｨﾝﾄﾞｳｽﾞ XP の登場を控え、需要が伸び悩んでいます。一方、車載用電子部品は

ｱﾒﾘｶ、ﾖｰﾛｯﾊﾟで新車販売台数が減少しているものの、自動車の電子化の流れを受け引き合いが活

発化しています。 

 今回の調整は主として最終的な買い手である消費者が、電子機器の漸進的な高付加価値化、高

価格化及び新製品の絶えざる市場への投入に対し、一時的に疑問を持った結果ではないかと考え

ています。 

 しかしながら、今後の電子機器業界を考えますと、家庭用電子機器の一層のﾃﾞｼﾞﾀﾙ化に加え、

通信の本格的大容量化、自動車の電気・電子化の進展等抜本的な革新を伴う分野を中心に中長期

的に高い成長を期待できる点において、より一層意を強くしております。 

その中にあって、当ｸﾞﾙｰﾌﾟはｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝと中･長期的視点に立った投資の双方において、昨年ま

での継続的な事業拡大に伴い、顧客ﾆｰｽﾞに対応できる体制作りを行ってきました。 

結果といたしまして、今上期につきましては製品需要の伸び悩み及び損益分岐点の上昇の両

面から収益を圧迫する状況が続きました。 

 

 現在（今期）を次の成長拡大期に向けた踊り場状況と判断、今後の電子機器業界における飛躍

期に十分な成長を果たすため、よりｺｽﾄ対応力のある企業体質を確立すること、併せて中･長期的

視野に立った投資を継続することの二点を重点課題とし、施策を実行いたします。 

 ｺｽﾄ対応力、企業体質の強化のために“Revive Sumida”を実施、組織の一本化、本部機能の

集約化、Ｒ＆Ｄ、製造部門の再編と原材料ｺｽﾄﾀﾞｳﾝ及び北米事業の抜本的見直しを実行すること

で、まず昨年度の利益水準回復を目指します。 

 中･長期的視野に立った投資につきましては、開発面を軸に一層のﾏｰｹｯﾄｱﾌﾟﾛｰﾁ強化を図ります。 

また、中期的には“ Global, Speed & Focus 21（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ、ｽﾋﾟｰﾄﾞ、＆ﾌｫｰｶｽ 21）”を基本的

考え方とし、2006 年度末に“One billion US dollar Company with Net Profit of 100 million 

US dollar”という数値目標を明示し、会社規模 10 億ﾄﾞﾙを持ち、年間純利益1 億ﾄﾞﾙ体制の確立

を目指してまいります。 

 

“ G l o b a l ,  S p e e d  &  F o c u s  2 1 （ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ、ｽﾋﾟｰﾄﾞ、＆ﾌｫｰｶｽ 2 1 ）” 

Global･･･ 販売市場、人材／資材／資金調達を常に地球規模で考え実行する。 

Speed････ 常に変化する事業環境を先取りできるｽﾋﾟｰﾄﾞを持つ。 

Focus････ ｸﾞﾙｰﾌﾟ社員全員がみずからの責任を持ち、自分の力をﾌｫｰｶｽ（集中）すると

ころを明確にし、目的を明示し、着実に実行する。 

 

 

 
スミダグループＣＥＯ 八幡滋行 
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2 0 0 1 年第 2 四半期の連結業績概況について 

 2001 年第 2 四半期の電子機器業界は、音響・映像機器ではｾｯﾄﾒｰｶｰの生産調整が続いているの

に加え、通信・情報処理機器では携帯電話の在庫調整が長期化しています。ﾊﾟｿｺﾝも今秋に予定

されている基本ｿﾌﾄ・ｳｨﾝﾄﾞｳｽﾞ XP の登場を控え、需要が伸び悩んでいます。一方、車載用電子部

品はｱﾒﾘｶ、ﾖｰﾛｯﾊﾟで新車販売台数が減少しているものの、自動車の電子化の流れを受け引き合い

が活発化しています。 

 2001 年第 2 四半期の売上高につきましては、音響・映像機器用ｺｲﾙ、通信・情報処理機器用ｺｲ

ﾙが減少したの対し、車載用電子部品、その他ｺｲﾙが 2 桁の成長を遂げたことから、ほぼ前年同期

水準の 8,114 百万円になりました。比較的好採算の通信・情報処理機器用ｺｲﾙの減少、電磁気事

業の改善の遅れ、工場の固定費増、人件費の増加などにより、営業利益は前年同期比 88.3%減の

81 百万円になりました。営業外費用に為替差損が計上されたことなどから、経常利益は△277

百万円、当期純利益は△131 百万円となりました。 

 

2 0 0 1 年上半期の連結業績概況について 

2001 年前半の世界経済は、ｱﾒﾘｶの景気停滞の影響が世界的な広がりを見せ、昨年と打って変

わり厳しい環境となりました。 

音響・映像機器は、液晶ﾃﾚﾋﾞなど一部の製品を除き総じて軟調に推移しました。携帯電話は

昨年後半からﾖｰﾛｯﾊﾟ系企業を中心に在庫調整が続いています。ﾊﾟｿｺﾝは生産調整が急ﾋﾟｯﾁで進行

し、各社ともﾏｰｹｯﾄを注視しながら小刻みな増産、減産を繰り返しています。家電分野ではｴｱｺﾝ

が日本、中国市場で好調に推移しています。 

自動車機器分野では、ｶｰﾅﾋﾞｹﾞｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ、ABS など既存製品が普及期を迎えていること、省ｴﾈ

を実現する新しい電子ｼｽﾃﾑの実用化が進んでいることから、車載用電子部品の需要が更に高まっ

ています。光電子関連部品につきましては、CD-ROM 用光ﾋﾟｯｸｱｯﾌﾟから、CD-R-R/W、DVD-R/W への

世代交代が徐々に進行しています。 

電子部品は一般的にｺﾝﾃﾞﾝｻｰ、抵抗器など汎用品がほとんどを占め、電子機器に多量に搭載さ

れています。特に携帯電話は他の製品に比べ生産台数が極端に多いため、電子部品市場に大きな

影響をもたらします。携帯電話の在庫調整の進行に伴い、電子部品各社の受注及び売上高は前年

同期を大幅に下回る状況が続いています。 

ｽﾐﾀﾞｸﾞﾙｰﾌﾟの手掛けているｺｲﾙは電子回路において汎用電子部品の機能を調整する役割を担

っているため、同じ電子機器でも機種によって仕様が異なります。顧客が新機種を開発する場合、

使用するｺｲﾙについて設計部門同士の綿密な打ち合わせが必要となります。ｽﾐﾀﾞｸﾞﾙｰﾌﾟは実需に

基づいた事業活動を展開しております。また、現時点では汎用品の多く使われる携帯電話の売上

高構成比が 1.4%と低いうえ、電子機器分野のみならず、自動車分野にも進出しております。こ

のため、ｺｲﾙは汎用電子部品の市況に比較的左右されにくいという特性を持っております。この

様な特性を活かし、ｽﾐﾀﾞｸﾞﾙｰﾌﾟは顧客に密着した開発・製造・販売活動を展開してまいりました。  

2001 年上半期の売上高につきましては、音響・映像機器用ｺｲﾙが減少し、光電子事業、電磁気

事業が伸び悩んだものの、通信・情報処理機器用ｺｲﾙが台湾、ASEAN で堅調に推移したこと、日

本、香港の車載用電子部品が高い成長を続けていること、中国市場でｴｱｺﾝ向け 4V ｺｲﾙが急増して

いることから、売上高は前年同期比 664 百万円（4.2%）増の 16,340 百万円を達成しました。 

利益面では、増収効果はあったものの、NAFTA 圏での製造・販売を目指し、中国・太平工場か

らﾒｷｼｺ工場に移管したABS ｺｲﾙの設備の稼働時期が当初予定よりずれ込んだこと、電磁気事業の

製造部門の改善が遅れていること、昨年の中国工場の生産能力増強で固定費が増加したことなど

から、売上総利益は前年同期比 636 百万円（14.4%）減の 3,783 百万円となりました。 

また、将来の成長分野で優位性を発揮するために設立した南仙台の研究開発ｾﾝﾀｰ（M ﾗﾎﾞ）の

減価償却費発生、M ﾗﾎﾞ、ｻﾝﾃﾞｨｴｺﾞの R&D 人員の充実、円滑な世代交代に備えた社員の増強等で

人件費が増加したことにより、営業利益は前年同期比994 百万円（70.6%）減の 414 百万円にな

りました。 

経常利益につきましてはｸﾞﾙｰﾌﾟ会社間の取引に伴い為替差損が発生したこと、期末日におけ

る為替ﾚｰﾄが急激に円安に動いたことによる換算差額などで営業外費用が前年同期比484 百万円

増加したことから、△230 百万円となりました。役員退職慰労金を特別損失として計上したこと

などにより、当期純利益は△225 百万円になりました。 
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セグメント情報 

 

 

　製　品　用　途　別　売　上　高

期別 第2四半期

当期 構成比 前期 構成比 増減率 当期 構成比 前期 構成比 増減率

音響・映像機器用
コイル 446 5.5 592 7.2 △ 24.7 840 5.1 1,063 6.8 △ 21.0
通信・情報処理
機器用コイル 3,170 39.1 3,386 41.1 △ 6.4 6,482 39.7 6,207 39.6 4.4

その他コイル 626 7.7 544 6.6 15.1 1,341 8.2 1,140 7.3 17.6

車載用電子部品 1,283 15.8 1,076 13.1 19.2 2,708 16.6 2,083 13.3 30.0
コイル事業計 5,525 68.1 5,598 68.0 △ 1.3 11,371 69.6 10,493 67.0 8.4

1,149 14.2 1,087 13.2 5.7 1,923 11.8 1,927 12.3 △ 0.2

電磁気事業 1,440 17.7 1,443 17.5 △ 0.2 3,046 18.6 3,047 19.4 △ 0.0

-       0.0 103 1.3 △ 100.0 -       0.0 209 1.3 △ 100.0

8,114 100.0 8,231 100.0 △ 1.4 16,340 100.0 15,676 100.0 4.2

事　業　別　セ　グ　メ　ン　ト　情　報

期別・科目 当期（6ヶ月通期） 前期（6ヶ月通期)

売上高 営業利益 利益率 売上高 営業利益 利益率

コイル事業 11,371 1,001 8.8 10,493 1,427 13.6

光電子事業 1,923 42 2.2 1,927 82 4.3

電磁気事業 3,046 △ 629 △ 20.7 3,047 △ 132 △ 4.3

その他事業 -       -       -       209 31 14.8

合計 16,340 414 2.5 15,676 1,408 9.0

製　品　仕　向　地　別　売　上　高

期別 第2四半期 6ヶ月通期

当期 構成比 前期 構成比 増減率 当期 構成比 前期 構成比 増減率

2,107 26.0 2,230 27.1 △ 5.5 4,180 25.6 4,284 27.3 △ 2.4

1,664 20.5 1,522 18.5 9.3 2,998 18.4 2,817 17.9 6.4

580 7.1 725 8.8 △ 20.0 1,243 7.6 1,185 7.6 4.9

1,243 15.3 1,048 12.7 18.6 2,180 13.3 1,861 11.9 17.1

1,077 13.3 1,475 17.9 △ 27.0 2,680 16.4 3,027 19.3 △ 11.5

1,443 17.8 1,231 15.0 17.2 3,059 18.7 2,502 16.0 22.3

合計 8,114 100.0 8,231 100.0 △ 1.4 16,340 100.0 15,676 100.0 4.2

(単位：百万円、%）

(単位：百万円、%）

6ヶ月通期

(単位：百万円、%）

事業名

合計

光電子事業

その他事業

コ

イ

ル

事

業

ＥＵ

品目

仕向地

香港/中国

ＡＳＥＡＮ

台湾/韓国

ＮＡＦＴＡ

日本
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事業別状況 

ｽﾐﾀﾞｸﾞﾙｰﾌﾟの事業はｺｲﾙ事業、光電子事業、電磁気事業から構成されております。（2001 年上

半期の事業別状況をご説明するに当り、円での表示と同時に現地通貨での前年同期比の表示も付

け加えさせていただきます。現地通貨は、単一通貨の場合は当該現地通貨、複数の通貨に跨る場

合は US$換算での数値を採用しております。） 

1.ｺｲﾙ事業 

ｺｲﾙ事業の売上高は音響・映像機器用ｺｲﾙが減少したものの、通信・情報処理機器用ｺｲﾙが堅

調に推移したうえ、その他ｺｲﾙ、車載用電子部品が好調であったことから、前年同期比 8.4%

増（現地通貨での前年同期比 3.0%減）の 11,371 百万円になりました。 

利益面では、増収効果があったものの、ﾒｷｼｺに移管したABS ｺｲﾙの設備稼働が遅れたこと、

生産体制増強で中国工場の固定費が増加したこと、昨年設立した R&D 施設・M ﾗﾎﾞの償却費が

発生したこと、R&D 等人的資源の拡充を図り人件費が増加したことから、営業利益は前年同期

比 29.9%減の 1,001 百万円となりました。 

  a)音響・映像機器用ｺｲﾙ 

2001 年上半期の音響・映像機器用ｺｲﾙの売上高は前年同期比 21.0%減（同29.2%減）の 840

百万円になりました。 

地域別に見ますと、日本は前年同期比 18.2%減の 382 百万円、海外では、香港が前年同期

比 15.3%減(同 24.3%減)の 210 百万円、ASEAN は前年同期比 29.9%減（同37.3%減）の 237 百

万円に減少いたしました。 

日本は液晶ﾃﾚﾋﾞ向けｺｲﾙの引き合いが活発化し、総じて堅調に推移しましたが、前上半期

に音響・映像機器用ｺｲﾙに分類されていた DVC 用ｺｲﾙが、当上半期は通信・情報処理機器用

ｺｲﾙに変更されたため減少いたしました。香港はﾁｭｰﾅｰ向けが比較的堅調であったものの、

ﾗｼﾞｵ、ｽﾃﾚｵ、DVD 向けの軟化、製品の通信・情報処理機器用ｺｲﾙへの分類変更により減少い

たしました。ASEAN の縮小は一部大手顧客の発注減、日系ﾒｰｶｰを中心とした生産調整による

ものです。 

  b)通信・情報処理機器用ｺｲﾙ 

2001 年上半期の通信・情報処理機器用ｺｲﾙの売上高は前年同期比 4.4%増(同 6.5%減)の

6,482 百万円になりました。 

使用製品別内訳では、ﾊﾟｿｺﾝ、PDA、ﾊﾟｿｺﾝ周辺機器用ｺｲﾙが前年同期比12.1%減（同 21.3%

減）の 2,876 百万円、携帯電話用ｺｲﾙが前年同期比 19.3%減（同 27.7%減）の 234 百万円と

縮小したのに対して、ﾉｰﾄﾊﾟｿｺﾝ用ｲﾝﾊﾞｰﾀﾕﾆｯﾄが前年同期比 68.6%増（同 58.9%増）の 1,288

百万円、ﾃﾞｼﾞﾀﾙｶﾒﾗ用ｺｲﾙが前年同期比 43.4%増（同 28.0%増）の 314 百万円と拡大しました。 

地域別では、日本がﾃﾞｼﾞﾀﾙｶﾒﾗ等一部ﾒｰｶｰの発注増、音響・映像機器用ｺｲﾙからの分類変

更により、前年同期比 4.0%増の 2,169 百万円となりました。NAFTA は、ﾊﾟｿｺﾝﾒｰｶｰ及びﾊﾟｿｺ

ﾝﾒｰｶｰの生産を担っているEMS（ｴﾚｸﾄﾛﾆｯｸ・ﾏﾆｭﾌｧｸﾁｬﾘﾝｸﾞ・ｻｰﾋﾞｽ）による生産調整の長期化

を背景に、前年同期比 24.2%減（同 32.4%減）の 588 百万円と減少いたしました。 

香港は韓国系液晶ﾓﾆﾀｰ企業、ﾖｰﾛｯﾊﾟ系携帯電話企業向けの停滞により、前年同期比 7.6%

減(同 17.0%減)の 1,116 百万円となりました。ASEAN は EMS 向けの寄与で前年同期比 24.5%

増（同11.7%増）の 793 百万円と拡大いたしました。台湾はﾉｰﾄﾊﾟｿｺﾝの現地生産の回復から

液晶ﾊﾟﾈﾙ用ｲﾝﾊﾞｰﾀﾕﾆｯﾄの引き合いが活発化し、前年同期比 20.7%増（同 13.9%増）の 1,776

百万円と回復基調が続いています。 

  c)その他ｺｲﾙ 

2001 年上半期のその他ｺｲﾙの売上高は前年同期比 17.6%増（5.3%増）の 1,341 百万円にな

りました。 

給湯器向けが好調に推移したのに加えて、ｴｱｺﾝの冷暖房切り替え用 4V ｺｲﾙが前年同期比

121.6%増（98.5%増）の 390 百万円に急増しました。 

  d)車載用電子部品 

2001 年上半期の車載用電子部品の売上高は前年同期比 30.0%増（同 16.4%増）の 2,708

百万円と急拡大しました。主力の ABS ｺｲﾙが前年同期比 45.9%増（同 31.0%増）の 1,570 百

万円と急成長を遂げました。生産数量では、1998 年の 18,399 千個から 1999 年 39,398 千個、

2000 年 47,471 千個に増加し、2001 年上半期も前年同期比 28.3%増の 27,007 千個に増加し
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ています。HID（ﾊｲ・ｲﾝﾃﾝｼﾃｨ・ﾃﾞｨｽﾁｬｰｼﾞ）ﾗﾝﾌﾟ用ﾄﾗﾝｽも前年同期比 30.3%増の 241 百万円

と好調が続いています。 

2.光電子事業 

2001 年上半期の光電子関連部品の売上高は前年同期比 0.2%減(同 10.7%減)の 1,923 百万円

になりました。主力の CD-ROM 用光ﾋﾟｯｸｱｯﾌﾟが堅調に推移したのに加えて、DVD-ROM 用光ﾋﾟｯｸ

ｱｯﾌﾟの売上が計上されたものの、比較的好採算のﾚﾝｽﾞﾎﾙﾀﾞｰの売上が急減したことから、営業

利益は前年同期比 48.8%減の 42 百万円となりました。 

3.電磁気事業 

2001 年上半期における電磁気事業の売上高は前年同期に比べ同水準（同10.5%減）の 3,046

百万円を計上いたしました。ﾏｸﾞﾈﾃｨｯｸｽ、ｻｰｼﾞｱﾚｽﾀｰ-は円ﾍﾞｰｽで堅調に推移しましたが、ﾏｸﾞﾈ

ﾃｨｯｸｽ以外のﾊｲﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽ、ﾘｰﾄﾞﾘﾚｰは減少いたしました。  

昨年新規に開拓した顧客への納入が本格化し、新たな輸送ﾙｰﾄの確立で運賃が増加したこと、

先行投資的にﾏｸﾞﾈﾃｨｯｸｽ部門の設備・人員の増強を図り減価償却費、人件費が増加したことな

どから、営業利益は△629 百万円となりました。 

 

今後の経営環境と事業展開方針 

  続きまして、各ｾｸﾞﾒﾝﾄの今後の経営環境と事業展開方針につきましてご説明させていただきま

す。以下の記述は将来のｽﾐﾀﾞｸﾞﾙｰﾌﾟの業績に関わる見通しを含んでおります。将来の見通しに関

する記述は、ｽﾐﾀﾞｸﾞﾙｰﾌﾟが独自に判断し、経営の指針として採用しているものです。実際には、

世界各国の経済環境の変化、突発的な出来事など様々な要素により、見通しとは大きく乖離する

場合があります。これらの見通しに全面的に依拠されることはお控えいただくようお願い申し上

げます。 

1.ｺｲﾙ事業     

音響・映像機器の需要は世界的な消費の停滞を受け、液晶ﾃﾚﾋﾞなど一部製品を除き当面厳し

い環境が続くものと考えられます。通信・情報処理機器は、ﾃﾞｼﾞﾀﾙｶﾒﾗの拡大が続くのに加え、

今秋からのｳｨﾝﾄﾞｳｽﾞ XP など基本ソフトの登場でﾊﾟｿｺﾝの新機種への買い替え需要が本格化す

るとの見方もありますが、急速な市況回復は想定しておりません。白物家電ではｴｱｺﾝが中国

を中心に成長するものと考えられます。車載用電子部品は、ABS、HID ﾗﾝﾌﾟ、EPS（ｴﾚｸﾄﾛﾆｯｸ・

ﾊﾟﾜｰ・ｽﾃｱﾘﾝｸﾞ）用ﾄﾙｸ角ｾﾝｻｰｺｲﾙ、直噴ｴﾝｼﾞﾝ用ｲﾝｼﾞｪｸｼｮﾝｺｲﾙが増加する見通しです。2001 年

後半の電子機器全体の需要は上半期に比べれば上向くものの、予断を許さない状況が続く見

込みです。 

ｽﾐﾀﾞｸﾞﾙｰﾌﾟにおきましては、液晶ﾃﾚﾋﾞ、ﾃﾞｼﾞﾀﾙｶﾒﾗ、ｴｱｺﾝ、ABS、HID ﾗﾝﾌﾟなど成長分野に的

を絞った販売活動を展開すると同時に、ﾉｰﾄﾊﾟｿｺﾝの薄型化、大画面化、CPU の高速化、液晶ﾓ

ﾆﾀ-の大画面化、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄの高速・ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化に対応した製品の開発に力を注いでまいります。

ｽﾐﾀﾞｸﾞﾙｰﾌﾟの先行した次世代携帯電話用ｺｲﾙでは 2003 年の普及期に優位性を発揮するため、

顧客の技術部門に密着した事業活動に専念いたします。車載用電子部品を通信・情報処理機

器用ｺｲﾙに並ぶ将来の大きな柱と捉え、既存の製品の拡販と同時に自動車電源 42V 化対応のｺｲ

ﾙ、新世代ﾘﾓｰﾄｷｰﾚｽｴﾝﾄﾘｰ用 3 軸ｱﾝﾃﾅ、次世代高機能 ABS ｿﾚﾉｲﾄﾞ、ﾀｲﾔｴｱﾌﾟﾚｯｼｬﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｼｽﾃﾑ用

ｺｲﾙなど自動車の省ｴﾈ・安全性向上の要請に対応した新製品の開発を進めてまいります。 

製造現場では、従来から推進してまいりました原材料の内製化を一層推し進めると同時に、

中国 2 工場を中心としたﾛｰｶﾙｻﾌﾟﾗｲﾔｰの開発育成、ｺｽﾄﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽを重視した外注政策の実施に

より、大幅な原価低減を実現いたします。管理部門では、本社機能を可能な限り香港に集約

し、業務の効率化を図ってまいります。 

2.光電子事業 

主力の CD-ROM 用光ﾋﾟｯｸｱｯﾌﾟに関しましては、世代交代の進行で徐々に減少するものと考え

られます。このため、将来の成長が見込まれる CD-R-R/W、DVD-R/W 用ﾋﾟｯｸｱｯﾌﾟの開発強化、

生産体制の整備を進めてまいります。CD-R-R/W 用は 2001 年内、DVD-R/W 用は 2002 年半ばの

生産開始を目指します。 

また、DVD 用光ﾋﾟｯｸｱｯﾌﾟは自社での製品開発に取り組み、従来のOEM 受注に加えて、ODM 受

注にも力を注いでおります。更に、従来から培ってきたｺｲﾙの巻線技術とﾋﾟｯｸｱｯﾌﾟの組み立て

技術を活かし、比較的付加価値の高い DVD 用ｱｸﾁｭｴｰﾀｰの拡販を目指します。 
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3.電磁気事業 

電磁気事業は現在再建途上にあり、積極的にｺｽﾄ削減策を推し進めています。製造現場の人

員数は昨年 1 月時点で 1,148 人でしたが、新規顧客の本格発注、新製品の販売開始に備え、

ﾏｸﾞﾈﾃｨｯｸｽを中心に人員を投入し、最大で1,607 人にまで増加しました。その後、事業再構築

を推し進めたことから、6 月末時点では1,269 人にまで減少し、人件費も最大水準から 22.7%

を削減することができました。 

輸送の面では、ｱﾒﾘｶという広大な面積の国柄、新規顧客の拡大は新たな輸送ﾙｰﾄを設けなけ

ればならず、ｺｽﾄの増加に繋がります。今まで、製品及び原材料の配送ｾﾝﾀｰはｱﾒﾘｶ側のﾀﾞﾗｽに

ありましたが、ｺｽﾄの安いﾒｷｼｺ側に変更いたしました。ﾏｸﾞﾈﾃｨｯｸｽの材料となるﾎﾞﾋﾞﾝは顧客の

発注に応じて台湾からその都度空輸を行っていましたが、船便に切り替えることにより、運

賃を削減することができました。原材料自体の調達も現地化を目指し、NAFTA 圏での市場調査

を行っています。これらのｺｽﾄ削減策を実施することにより運賃を現在の1/3 の水準まで削減

する方針です。更に、原材料自体の内製化にも取り組んでおります。原材料の成型品 2 品目

を中国・番禺工場の専用ﾗｲﾝでの生産に切り替え、準備が整い次第4 品目に増やす方針です。 

懸案となっていましたABS ｺｲﾙのﾒｷｼｺでの生産は、自動車部品の品質基準 QS9000 認定のため

時間を要しましたが、4 月に認定を取得し、第 2 四半期より生産を始めています。7 月の生産

個数は 70 万個、8 月は 90 万個の見込みであり、早期に月産能力 200 万個の水準に近づける予

定です。 

ﾃﾚｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝに関連する部品開発を行っている Sumida America Technologies Corp(SAT)の

新製品も徐々に売上高に寄与する見込みです。ｱﾅﾛｸﾞﾓﾃﾞﾑ関連では、従来に比べ小型製品の需

要があり、ｺｽﾄﾀﾞｳﾝを実現した新製品を開発し、ﾏｰｯｹｯﾄに投入しています。ADSL 関連では電話

局側に装備するﾄﾗﾝｽの需要が高まっています。SAT では数ﾀｲﾌﾟの新製品を計画し、開発を進め

ています。ISDN 関連では、ﾄﾗﾝｽ､ﾌｲﾙﾀｰの引き合いが増加しています。SAT の開発したｱｲｿﾚｰｼｮ

ﾝﾄﾗﾝｽの量産を今年9 月頃から始める予定です。初年度年間 100 万個、次年度同200 万個を計

画しています。 

また、電磁気事業の再構築の一環としてﾘｰﾄﾞﾘﾚｰ、ｻｰｼﾞｱﾚｽﾀｰ部門を分離・独立させ、2001

年 7 月新たにｽﾐﾀﾞﾗﾑﾃｯｸｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ（SRC）を設立すると同時に、ﾘｰﾄﾞﾘﾚｰの強化を図るため、

ﾘｰﾄﾞﾘﾚｰの主要部品であるﾘｰﾄﾞｽｲｯﾁの製造部門を CP ｸﾚｱ社から買収いたしました。ﾘｰﾄﾞﾘﾚｰの

強化に加えてｻｰｼﾞｱﾚｽﾀｰでは、ｶﾞｽ ﾃﾞｨｽﾁｬｰｼﾞ ﾁｭｰﾌﾞの開発を進め、車載用電子部品への進出

を目指します。 
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連結貸借対照表 

 

（単位：千円）
第2四半期末 決算期末

前期 前期

科　　目 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 構成比

（　資　産　の　部　） ％ ％ ％
Ⅰ 流　動　資　産
1.現 金 及 び 預 金 4,213,906 6,269,137 4,892,637
2.売 上 債 権 6,491,612 7,184,578 7,042,392
3.棚 卸 資 産 4,153,113 3,426,170 4,366,458
4.そ の 他 1,915,617 730,073 1,144,792
5.貸 倒 引 当 金 △ 91,831 △ 77,544 △ 78,797
流 動 資 産 合 計 16,682,417 52.8 17,532,414 57.8 17,367,482 54.3
Ⅱ 固　定　資　産
(1)有形固定資産
1.建 物 及 び 構 築 物 6,568,808 4,898,608 6,240,079
2.機械装置及び運搬具 9,246,799 7,943,478 8,304,517
3.工具器具及び備品 2,725,106 2,581,900 2,543,761

4.土 地 1,268,646 1,255,617 1,285,904
5.建 設 仮 勘 定 254,395 1,049,567 148,498
6.減 価 償 却 累 計 額 △ 8,130,660 △ 7,920,817 △ 6,914,276
有形固定資産合計 11,933,094 37.8 9,808,353 32.3 11,608,483 36.3

(2)無形固定資産
1.借 地 権 618,607 528,167 572,532
2.連 結 調 整 勘 定 66,224 132,438 99,329
3.そ の 他 1,508,206 1,667,343 1,598,847
無形固定資産合計 2,193,037 6.9 2,327,948 7.7 2,270,708 7.1
(3)投資その他の資産
1.投 資 有 価 証 券 347,080 240,795 241,314
2.そ の 他 445,318 426,516 511,824
投資その他の資産合計 792,398 2.5 667,311 2.2 753,138 2.3
固 定 資 産 合 計 14,918,529 47.2 12,803,612 42.2 14,632,329 45.7
資 産 合 計 31,600,946 100.0 30,336,026 100.0 31,999,811 100.0

( 負　債　の　部　）
Ⅰ 流　動　負　債
1.仕 入 債 務 2,214,244 2,929,966 2,781,023

2.短 期 借 入 金 4,907,698 7,049,334 5,546,650
3.そ の 他 流 動 負 債 2,675,606 2,103,628 2,626,013
流 動 負 債 合 計 9,797,548 31.0 12,082,928 39.9 10,953,686 34.2

Ⅱ 固 定 負 債
1.長 期 借 入 金 1,773,500 1,638,300 1,922,900
2.退 職 給 与 引 当 金 -            305,719 314,558
3.そ の 他 固 定 負 債 416,100 66,904 227,177
固 定 負 債 合 計 2,189,600 6.9 2,010,923 6.6 2,464,635 7.7
負 債 合 計 11,987,148 37.9 14,093,851 46.5 13,418,321 41.9
( 資　本　の　部　）

Ⅰ 資 本 金 5,375,711 17.0 5,375,711 17.7 5,375,711 16.8
Ⅱ 資 本 準 備 金 5,169,258 16.4 5,169,258 17.0 5,169,258 16.2
Ⅲ 連 結 剰 余 金 9,292,471 29.4 8,733,038 28.8 9,691,582 30.3
Ⅳ その他有価証券評価差額金 55,296 0.2 -            0.0 -            0.0
Ⅴ 為替換算調整勘定 △ 278,284 △ 0.9 △ 3,035,157 △ 10.0 △ 1,654,429 △ 5.2
Ⅵ 自 己 株 式 △ 654 △ 0.0 △ 675 △ 0.0 △ 632 △ 0.0
資 本 合 計 19,613,798 62.1 16,242,175 53.5 18,581,490 58.1
負 債 資 本 合 計 31,600,946 100.0 30,336,026 100.0 31,999,811 100.0

　　　　　　　期　　別
当期
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連結損益計算書 

 

 

（単位：千円）

期　　　別

科　　　目 金　　額 百分比 金　　額 百分比 金　　額 百分比 金　　額 百分比

％ ％ ％ ％

Ⅰ売 上 高 8,113,898 100.0 8,230,699 100.0 16,340,144 100.0 15,675,641 100.0

Ⅱ売 上 原 価 6,514,494 80.3 5,923,847 72.0 12,556,982 76.8 11,256,002 71.8

売 上 総 利 益 1,599,404 19.7 2,306,852 28.0 3,783,162 23.2 4,419,639 28.2

Ⅲ販売費及び一般管理費 1,518,148 18.7 1,611,652 19.6 3,368,833 20.7 3,011,766 19.2

営 業 利 益 81,256 1.0 695,200 8.4 414,329 2.5 1,407,873 9.0

Ⅳ営業外収益（費用）

受取利息及び配当金 29,775 44,824 60,723 78,759

支払利息及び割引料 29,188 31,246 57,698 53,516

為替差益( 差損 ) △ 214,578 14,809 △ 351,490 53,931

その他の営業外収益(費用) △ 144,518 △ 100,099 △ 296,037 △ 173,387

営業外収益（費用）計 △ 358,509 △ 4.4 △ 71,712 △ 0.8 △ 644,502 △ 3.9 △ 94,213 △ 0.6

経 常 利 益 △ 277,253 △ 3.4 623,488 7.6 △ 230,173 △ 1.4 1,313,660 8.4

Ⅴ特別利益（損失）

固定資産売却益 1,157 1 33,118 233

固定資産除売却損 38,600 12,781 71,264 23,963

その他特別利益（損失） 95,327 -         △ 91,641 -        
特別利益（損失）計 57,884 0.7 △ 12,780 △ 0.2 △ 129,787 △ 0.8 △ 23,730 △ 0.2

△ 219,369 △ 2.7 610,708 7.4 △ 359,960 △ 2.2 1,289,930 8.2

△ 88,654 △ 1.1 151,407 1.8 △ 135,048 △ 0.8 396,523 2.5

△ 130,715 △ 1.6 459,301 5.6 △ 224,912 △ 1.4 893,407 5.7当 期 利 益

前期
第2四半期 6ヶ月通期

当期当期 前期

税 引 前 利 益

法 人 税 等
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連結キャッシュ•フロー計算書 
 

 

（単位：千円）

６ヶ月通期 決算期末

前期 前期

　科　　目

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー

　１．税金等調整前中間(当期)純利益又は損失（△）

　２．減価償却費            

　３．役員退職慰労金引当金の増減額

　４．貸倒引当金の増減額            

　５．受取利息及び受取配当金            

　６．支払利息            

　７．為替差損益            　

　８．持分法による投資損失            

　９．子会社整理損            

１０．投資有価証券評価損            

１１．ゴルフ会員権評価損            

１２．固定資産除売却損            

１３．固定資産売却益            

１４．売上債権の増減額            

１５．棚卸資産の増減額            

１６．仕入債務の増減額            

１７．その他資産負債増減額            

１８．取締役賞与金            

　　　小　　　　　　　　計

１９．利息及び配当金受取額            

２０．利息支払額            

２１．法人税等支払額            

営業活動によるキャッシュ・フロー　

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー

　１．有形固定資産の取得            

　２．有形固定資産の売却            

投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー

　１．短期借入金純増減額            

　２．長期借入金による調達            

　３．長期借入金の返済            

　４．配当金の支払額            

財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額

Ⅴ．現金及び現金同等物の増減額

Ⅵ．現金及び現金同等物期首残高

Ⅶ．現金及び現金同等物中間期末(期末)残高

60,723 78,759 174,659

△ 62,473 △ 52,770 △ 120,579

△ 53,500 △ 30,000 △ 30,000

991,824 1,235,244 3,541,817

△ 914,026 976,189 660,340

△ 240,840 △ 189,026 △ 205,341

801,673 △ 1,267,835 △ 833,177

498,186 △ 358,473 △ 1,032,600

71,264 23,963 327,730

△ 33,118 △ 233 △ 502

-                 -                2,421

-                 -                4,175

-                 1,152 -                  

-                 -                1,757

116,745

351,490 △ 53,931 61,811

△ 321,408 △ 24,950 △ 16,110

13,033 4,433 △ 20,407

△ 60,723

4,892,637 5,386,035 5,386,035

△ 905,823 1,731,546 379,848

4,213,906 6,269,137 4,892,637

297,445 48,447 375,231

△ 678,731 883,102 △ 493,398

△ 379,400 △ 347,400 △ 840,800

△ 120,699 △ 109,727 △ 230,426

△ 405,724 988,673 251,074

-                 1,200,000 1,200,000

△ 671,226 △ 1,848,614 △ 4,187,157

△ 724,761 △ 1,858,651 △ 4,197,263

53,535 10,037 10,106

△ 389,201 △ 309,510 △ 657,217

600,873 951,723 2,938,680

1,182,055 889,268 2,047,942

△ 78,759 △ 174,659

57,698 53,516

△ 359,960 1,289,930 2,631,692

                                       期　　別

当期

金　　額 金　　額 金　　額
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補足説明 

 

当社の業績及び財政状態を国際的会計基準で把握するため、米国財務会計基準(US-GAAP) 

基づく連結財務諸表を作成しております。 

連結損益計算書（非監査）の主要科目の数値は下記の様になっています。 

 

  １) 2001 年第 1 四半期連結業績 

 

  ２） 2001 年 6 ヶ月通期連結業績 

注： 米国会計原則では営業権の償却費用は販売費及び一般管理費として処理 

されておりますが、日本会計原則では営業外費用として処理されています。 

この営業権の償却費用が、当中間会計期間において 210百万円あります。 

(単位：百万円、%)
期別 第２四半期

科目 US-GAAP 構成比 日本会計基準 構成比
売 上 高 8,114 100.0 8,114 100.0
営 業 利 益 △ 59 △ 0.7 81 1.0
経 常 利 益 △ 310 △ 3.8 △ 277 △ 3.4
税 引 前 利 益 △ 252 △ 3.1 △ 219 △ 2.7
当 期 純 利 益 △ 155 △ 1.9 △ 131 △ 1.6

(単位：百万円、%)
期別 ６ヶ月通期

科目 US-GAAP 構成比 日本会計基準 構成比
売 上 高 16,340 100.0 16,340 100.0
営 業 利 益 139 0.9 414 2.5
経 常 利 益 △ 295 △ 1.8 △ 230 △ 1.4
税 引 前 利 益 △ 425 △ 2.6 △ 360 △ 2.2
当 期 純 利 益 △ 274 △ 1.7 △ 225 △ 1.4


